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道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令等の施行に伴う駐車環境の整備

に向けた取組の推進について 

 

 

各位におかれましては、日頃より駐車場行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼

申し上げます。 

 
今般、道路交通法施行規則の一部を改正する内閣府令（令和６年内閣府令第 98

号）において、最高出力を 4.0ｋＷ以下に制御した総排気量 125 ㏄以下の二輪車

が、現在は 50cc 以下とされている一般原動機付自転車と区分され、総排気量が 

50cc を超え 125cc 以下の二輪車のうち、最高出力を現行の原付と同等レベルの 

4.0ｋＷ以下に制御したもの（以下、「新基準原付」という。）を原付免許で運転で

きるよう改正が行われたところです。（施行日：令和７年４月１日） 

これにより、自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に

関する法律（以下、「自転車法」という。）に基づく自転車等の対象に新基準原付

が追加されることから、新基準原付を含む自転車等の駐車環境の確保に適切に取

組む必要があります。また、現在自転車等駐車場の管理に関する条例等において

道路交通法に基づき駐車可能車両を規定している場合は、新基準原付が含まれる

こととなることから、駐車場における標識や案内等においても、新基準原付が駐

車できるよう、遺漏なく対応をお願いします。 

なお、道路運送車両法施行規則の一部を改正する省令（令和６年国土交通省令

第 99 号）においても、第一種原動機付自転車に新基準原付が追加されたことか

ら、道路運送車両法に基づき条例等において駐車可能車両を規定している場合も

同様です。 

また、原動機付自転車と近い駐車需要がみられる自動二輪車の駐車対策につい

ては、従前より、駐車場政策担当者会議等において、各位に対し、その推進が図

られるよう周知を行ってきたところ、全国でも着実に駐車場が整備されてきてお



 

 

りますが、一方で、地域によっては未だに不足しており、その充実が求められて

います。 

多様なモビリティの駐車環境の確保の観点から、自転車等駐車場施策と駐車場

法に基づく駐車場施策の連携を図り、自転車等駐車場や自動車駐車場における自

動二輪車及び原動機付自転車（特定小型原動機付自転車を含む）の受入れ等の施

策についても積極的に推進していただきますよう、宜しくお願い申し上げます。 

新基準原付については、小型自動二輪車に近い車両の規格と想定されているこ

とから、上記の対応に当たっては、必要に応じて既設の自転車駐車場又は自動車

駐車場において、車両区分及び規格のみなおし並びに車両を受け入れるための改

良をすることも検討するようお願いします。 

各都道府県、各政令指定都市におかれましては、貴管内市町村（政令指定都市

を除く。）及び関係団体に対しても、本通知の内容について周知をお願いいたしま

す。 


